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松下圭一の自治体理論の再検討
一日中の自治体再生の手がかりを求めてー1
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政治学者松下圭ーは、自治体の危機に対し、次のような歴史認識を提示し、その上に立って彼独
自の白治体再生論を展開している。すなわち、松下氏によれば、明治以来高度経済成長期まで、日
本の自治体は、確かに地域の人々の生活を維持する役割を果たしてきたが、住民の意識においては、
自治体を通じて固に守ってもらうという依存意識が形成された。日本人はオカミ頼り意識が強いし、
行政頼り傾向が強固に存続してきた。公の担い手は行政で、行政にすべてお任せという意識が強固
に存続してきた。そうした意識に支えられて、国依存、行政依存、そして、公共事業依存という三
つの依存体質が、地方に形成されてきたというのである九
しかしながら、松下氏によれば、日本は 1980年代に都市型社会に入ったが、国は依然として官治
の方式を支える農村型社会の理念に基づいて行政を推進してきた。今や上からの官治による行政シ
ステムと、下からの市民自治による地方自治の方式に大きなギャッフが生じた。自治体はこのよう
な官治の依存から脱出するため、国頼り、都道府県頼みから脱却して、自治体が自立の道をさがす
しかないと考える。
松下氏は、 「市民」と「自治」の理念を再構築し、彼独自の日本社会への観察によって理念を作
り、その理念による行政手法を示している。以下乙の松下氏の自治理論を紹介し、松下氏の自治体
改革についての発想と枠組みを示す。その理念に基づく自治体再生構想、を紹介していく。筆者は、
松下氏の自治体再生の発想は今後の中国と日本の自治体再生に有益な示唆を与えるのではないかと
考えている。具体的には、松下氏がいう「都市型社会」における市民は、自ら政府に情報公開を求
*所属・身分(岡山大学大学院社会文化科学研究科博士後期)
lとの論文は.中国社会公平正義現状評価と改善対策研究助成(プロジェクト番号:12&ZD060)の成果の J部
である。
2田村秀『自治体格差が国を滅ぼす」集英社新書、 2007年、 208頁。
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め、政府が公開する情報に基づいて政策立案・策定に参加するというボットムアップ型の政策形成
の発想は極めて示唆的であり、また今まで量の充実を重視してきた自治体のシビル・ミニマムが、
都市型社会に入ると、質の重視への転換が必要になり、そのためシビル・ミニマムを評価する基準
も新たに制定する必要があるという発想は、今後の日本と中国の政府や自治体の再生に重要な示唆
を与えるではないかと思うからである。最後は、松下圭ーの自治体論の意義およびその限界につい
て検討する。松下により、自治体危機をもたらした最大の原因である、国による官治・集権の自治
体運営手法についての問題点を考察する。
1 .松下圭ーの自治体論
1990年以降、バブル経済の崩壊および少子高齢化の進展に伴い、財政破綻の危機に瀕しつつある
多くの自治体は、「依存から白立へ」という選択肢の下に、今までの自治体行政を抜本的に改革しな
ければならない状況に置かれている。現代中国においても財政危機に直面する自治体が急速に増加
するといわれている。では、その抜本的な改革の理念と方策とは一体何なのか。本章はとれについ
て、松下圭ーの自治体理論を考察する。その理由は、松下が第一に、自治体のあるべき理念像を提
示し、その理念に基づいて近現代の日本の自治体の病理を分析し、その上で今後の自治体の具体的
再建像まで提案しているからである。彼の提示する日本の白治体行政の病理と今後の日本社会の再
構築理念と方策は、戦後日本の中央政治と地方自治のあり方について、かなり説得力ある像を提示
しているのではないかと思われるからである。以下は、松下圭ーの理論の原点である、自治体の担
い手としての「市民」の概念を考察する。
1. 1.市民概念
まず注目すべき点は、松下の自治体論の最も中核となる部分が、彼固有の市民概念であるととで
ある。松下の「依存から自立へ」という自治体再構築論において、決定的な意義を持つのが、単な
る政策レベルの変更というのではなく、依存的人聞から自立・自由な人聞の形成へという極めて理
念的な人間像の提示であったととは重要である。
松下は、この自立・自由な人間像を彼固有の「市民」の概念の彫琢において明らかにしている。
松下によれば、この「市民」の概念的理念は、 17世紀のイギリスの市民革命を背景に、ジョン・ロ
ックがはじめて定型化し、さらにヨーロッパ啓蒙哲学が、ロックの影響のもとに原型を形作った。
それは「自然状態」に設定された「自由・平等」かつ「理性」ある人間型という文脈においてなさ
れたものである。 3この I市民」は「市民社会J観念の構成主体として、市民政治・憲法理論にお
ける規範人間型となる。今日では、国連憲章や国際人権規約にも集約されて、人類史に普遍的な人
3前掲『岩波講座 自治体の構想一自治旬、 6-7頁。
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間類型となる。
しかし、松下によれば、このような理念と市民像は、ただ理念上だけに存在してきただけでなく、
特にヨーロッパの長い歴史展開の中で一定程度、歴史的にも存在してきたものとされる。古代地中
海の共和都市の市民は支配属として武装共同体を形作ったし、中世ヨーロッパの自由都市市民は商
工中心の都市貴族であった。また近代ヨーロッパの市民は地主、資本家という名望家ないしブ会ルジ
ョアであった。歴史から見て、かつての市民は特定身分階層であったが、今日の市民は、都市型社
会への移行にともなう、マス・デモクラシーの多元・重層構造の中から登場し、市民活動に起点、を
もっに至った。 4現代の都市型社会の中で登場する市民は特定の身分階層ではないという点が重要
である。
こうして松下によれば、今日の「市民Jは、 17世紀に形成された「市民社会J論の「市民」像を
理念的に中核としつつ、歴史的には、古代から、中世、近代、現代の生活様式の変化に対応して形
成されてきた市民生活のあり方を踏まえた、新しい「市民像Jであるとされる。すなわち、今日の
市民は、古代の市民参加、中世の法の支配、近代の個人自由に、あらたに都市型社会での生活権保
障をくわえて、個人の自立を起点として、「自由・平等という生活感覚、ついで自治・共和という政
治文脈をふまえ、みずから政策・制度を模索・構想しうる政治熟度をもっ規範的人間型J5である
とされる
松下によれば、都市型社会の個人は次の理由で自立性をもっている成熟・洗練された市民となる。
まず、都市型社会の市民は、自由権に加えたシピル・ミニマムという社会保障・社会資本・社会保
険をめぐる最低生活権保障としての社会権を持っている。次に I市民は、基本権保障にともなって、
教養、余暇の条件整備、また、地域・国・地球規模の自由なコミュニケイション複合とあいまって、
多元・重層型公共空間としての「市民社会」を形作るj 主体とされる 60 そしてまた、今日の市民
は、「市民活動」によって、都市型社会が実現したマス・デモクラシーの中からたえず再生されると
ともに、市民活動によってたえず自らを訓練してし、く。さらに今日の市民は市民活動を通じて、自
ら政治訓練をつみかさねて政治に習熟し、自らの市民文化を熟成させていく可能性をもっとされる。
このような市民像は、成熟した市民という規範的な人間であって、松下はそれを昔の農村型社会
の庶民、すなわち農民・臣民と区別している。では松下がいう「市民」と「農民」の具体的な相違
は何か。以下、都市型社会の特性およびその中に住まう自立した市民像を明らかにしてみよう。
1. 1. 1.農村型社会と都市型社会の構造的相異
松下圭ーの市民概念の明確化の文脈においては、農村型社会から都市型社会への転換および構造
4 同上、 7頁。
5前掲『岩波講座 白治体の構想一自治 5j]岩波書庖、 2002年、 5頁0
6 同上、 3-4頁。
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的相異は極めて重要な論点である。
まず、人類の歴史を松下は次のように説明する。人類が始まって以来、長い採取・狩猟段階を経
て、五千年前頃、定住農業を基礎に人類は農村型社会に入る。しかし、 2000年代の今日では、工業
化・民主化が普遍文明原理となるとともに、農村型社会を崩壊させ、新たに都市型社会に移行する。
この移行が近代化の過程である。
都市型社会は、具体的には文明軸としてのいわゆる工業化・民主化の成熟する先進国が、 20世紀
後半に成立させた社会形態である。この都市型社会の市民の生活様式は農村型社会とは異なる。農
村型社会は定住農業を土台とする共同体と身分から成り立っていて、一元的な、統一性の閉鎖型等
質空間である。農業生産力が低いため、 90%ぐらいの人口が農業に従事している。しかし、都市
型社会への移行に伴って、工業化が進み、農業生産率を高める。農業の従業人口が減って、人口が
サラリーマン化しはじめる。「農業人口が 30%を切り始めた段階」に農村型社会から都市型社会へ
の移行が始まり、そして「農業人口が 10%をきる段階」になると都市型社会が成立するにこれが
松下が指摘する都市型社会の成立の基準である。都市型社会では、農村型社会における村単位の!日
慣による地域自給中心の生活様式は終わり、社会保障、社会資本、社会保健という内容のシピル・
ミニマムをめぐって、自治体、園、国際機構の三つのレベルの政府がそれぞれ政府課題を分担して、
政策・制度による問題解決を行うことが必然化する。問題解決の規模によって、政府は自治体(地
域規模)、国(国規模)、国際機構(地球規模)の三層へと重層化する 8
松下によれば、シビ、ル・ミニマムがあるかどうかが農村型社会と都市型社会の構造相異の要点で
ある。このシピル・ミニマムの策定をめぐって、市民は都市型社会の全ての活動の基軸を決定する。
シビ、ル・ミニマムのない農村型社会は、市民を育成する条件がない。しかし他方では、農村型社会
は、市民活動が担う社会問題の制御の必要もない。松下圭ーによれば、都市型社会での生活条件整
備として、政策・制度によるシビ、ル・ミニマムの公共整備がなし、かぎり、市民は生活できない。一
方、シビル・ミニマムの公共整備をめぐる市民活動は市民の「政治訓練」になる。「市民個人ないし
市民活動の品性・力量は「教養と余暇」にともなう活動ないし参加自体によって訓練される。J9.: 
の相互性の中に、市民は都市型社会の全ての活動の基軸になっている。
1. 1. 2 農村型社会と都市型社会の人間型の対比
松下の理論においては、農村型社会と都市型社会の人間類型の対比から、都市型社会の人間類型
の姿が一層明確になる。
人間類型の相違は社会構造において決まる。都市型社会と農村型社会の社会構造、生活様式は決
7松下圭一『政策型思考と政治』東京大学出版会、 1992年、 28頁O
B 松下圭一『自治体再構築』公人の友社、 2005年、 10頁。
9 同上、 68頁。
31
岡山大学大学院社会文化科学L研究科『北東アジア経済研究』第 10号(2013)
定的に異なっている。それゆえ、その人間類型も違ってくる。農村型社会の生活様式は、地域規模
の共同体自給を踏まえて、耕作という自然との対話が続く!日来の生活様式である。これに対応した
人間類型は、共同体・身分社会の中での「もの言わぬ庶民」であり、「共同体」を土台とし、「身分」
によって編成されてし、く、倫理は伝統・服従が最も重要視される価値となり、価値観の中心は呪術・
宗教によって決められる。他方、都市型社会の生活様式は、地球規模の分業とコミュニケイション
の広がりによって規定され、たえず相互の対話・討論を必要とする生活様式である。これに照応す
る人間型は自治・共和型の「活発に発言・活動する市民」であり、倫理は自立・寛容を特徴とし、
価値は人としての品性・成熟に重きを置くこととなる 100
こうして、松下によれば、都市型類型の人聞を生み出す現代の社会は、まさしく現代的な市民の
社会であり、そうした市民は固有の市民文化を生み出し、それが市民参加の自治体を創り出す本体
となるとされる。それでは、松下において市民と自治はどのように関連付けられているであろうか。
1. 2. 自治
松下圭ーから見て、自ら治まるという「自治」は、私文化型の自己修養・自己決定である 110 す
なわち、自ら治まるという「自治」は農村型社会における共同体ないし身分の社会に固有の自治を
意味する。これらの「自治」は、都市型社会の自治ではない。松下圭ーによれば、現代の自治体が
志向する自治概念は、以上の自治概念と違って、都市型社会から出発する自治概念である。今日の
市民的自治とは、「都市型社会における分節民主政治の可能性をふまえて、私たち市民個人が自己責
任で組織・制御する社会の設計・管理をいう。J1 2その本質は都市型社会の人間類型にふさわしい
市民の自治である。簡単にいえば、この自治は「市民自治」として、「市民」が公共社会の主体であ
り公共社会を管理するために政府をつくるとしづ意味での自治とされる。
この市民自治は、人民主権を起点に政府信託論によって理論構成された産物である。今、政府信
託論を要約的に整理すれば次のとおりである。市民は公共社会を管理するために政府を選出してそ
の代表権限を信託する、この政府の代表権限は、信託された範囲内での権限である。市民は政府の
代表権限の運営を市民活動によって日常的に制御する、住民投票とし、う市民活動は政府の代表権限
を正常な軌道に規制する市民の制御活動である。市民は政府の代表権限の運営が信頼委託の範囲を
著しく逸脱したときには信託解除権を発動する。市民自治から構成される政府信託論においては、
政府は神秘的ではなくて、市民によって統制され、透明なものとなる。都市型社会では三分化する
自治体、園、国際機構の各政府は、それぞれ市民ないし市民社会によってその権力が信託され、選
1 0前掲『政策型思考と政治』、 30頁。
1 1前掲『自治体再構築』、 19頁。
1 2同上、 18頁。
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挙さらには納税によって組織・制御される人工の政治機構に過ぎなくなる 1~)。との「政府信託J 論
では、市民による各政府レベルでの政策・制度の「模索・構成」が始まり、市民が政治の起点にな
る。
市民が起点となる政治は、「市民相互間の組織・制御を悶指して、市民生活課題の解決をめぐる政
策・制度についての「予測・調整」さらに模索・構成の技術である、と再定義しなおされる。」それ
は、市民の生活課題からの「組織・制御」つまり「市民自治・市民共和」を基本におく市民参加と
ならざるを得ない。すなわち、市民活動が政治の起動因となるのである。
自治の担い手は成熟し、洗練された市民である。第一節の市民の部分で述べたように、都市型社
会の「成熟・洗練」された市民のその文化水準・専門水準は、政治家あるいは官僚よりも高く豊か
になっていく。これに対応して、政治家や官僚からの「指導JI命令」はなくなっていく。こうして
ことに官治から自治への転換が生じるが、こうして、官治的統治から自治への転換は市民の成熟度
にかかっている。
こうした市民と自治概念を踏まえて、松下圭ーは、日本社会の現状をどのように分析するだろう
か。
1. 3.段階発展論一日本における都市型社会の移行
松下の都市型社会の成立の基準によれば、日本の場合、都市型社会への移行開始の時点は、「農業
人口が 30%を切る 1960年代となるが」、その成立は「農民人口が10%を切る 1980年代であるJ14 
とされる。
このような移行は、日本社会にとっては、「数千年の歴史をもっ農村型社会から都市型社会への移
行を意味しており、都市型社会にふさわしい政治・行政、経済・文化の構築に向かう転換期を意味
している」とされる。さらに、との転換は、「明治に新たに形作られた、過渡性を持つ国家主導の官
治・集権型社会から、市民主導の自治・分権社会への移行」でもあるという。松下によれば、それ
はまさに日本の文明史的転換とされるのである 150 しかし、この転換期の渦中にある日本の市民自
身は、まだ未熟で、このような移行をまだ自覚してないとされ、いまだ、に官僚機構への明示的崇拝、
依存の精神が残っているとされる。このような思考方式は「市民自治」型ではなくて、「国家統治」
型である。要するに農村型社会の跡形がまだ残されてきたとされる。確かに日本は、 2000年の分権
改革まで、国から自治体へのもろもろの干渉は「機関委任事務」の形で実行され、国→県→市町村
という「国家統治」の体系が温存されてきた。日本の統治は東洋専制の風土の中で、奈良時代にお
ける王権成立以後はもちろん、特に明治国家のオカミ崇拝の歴史を受け継ぐ官拾の伝統を残してい
1 3同上、 21貰。
1 4松下圭宇『市民・自治体・政治一一再論人間型としての市民』公人の友社、 2007年、 78頁。
1 5同上、 5頁。
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る。一般の市民にとっては、国→県→市町村の上から下への体系を意味しており、それに影響され
た市町村レベルの職員も自らオカミとなる。具体的には、日本の自治体は、長、議員、職員を問わ
ず国家観念崇拝を持つため、今日でも法務とともに財務について、国とくに自治省への依存心理を
持ち続けている。
以上のような松下圭ーの現状認識から見れば、自治体が依存から自立へ移行するためには、官治・
集権型政治・行政を解体し、分権化・国際化をおしすすめ、自治・分権型政治・行政を創出しなけ
ればならない。それゆえ、今までのオカミ崇拝、とくに明治国家がっくりあげた国家統治の政治文
化から脱出し、市民自治型の政治文化に再編する市民文化の醸成および規範人間型としての市民の
大量の熟成を創生することが急務になる。
松下によれば、政治・行政、経済・文化面は、客観的な社会構造の転換という面からは、官治・
集権から自治・分権への転換を目指している。しかし、とのような転換を達成するためには、成熟
と洗練の考え方を持つ日本の市民の主体形成、市民文化の形成が必要となる。とれが、日本社会の
市民に浸透していくかどうかが新しい文明史的な課題になるとされる。
2. 松下市民理論の現実への適用
とうして松下市民理論の自治体危機への対応は、市民文化の育成による自立した市民の形成とい
うととになるが、その具体化こそが、松下の地域文化戦略という視角である。宮治・主権から脱出
して、自治・共和を要求する市民文化を踏まえる地域文化戦略は、シビル・ミニマムの質整備への
転換を主題としての地域づくりを促進し、それを通じて市民活動の市民参加と市民団体活動を成熟
させ、行政面の情報公開を要求する。市民が官僚、職員頼みという精神を放棄し、自治体が国頼み、
都道府県頼みという意識が変われば、地域経済は一変する。自治体が国頼み、都道府県頼みから脱
却するためには、文化形態が市民文化に変わるととが必要である。
2. 1.市民文化
松下によれば、都市型社会の人聞による文化は、国家主導による文化と違っている。国家的宮治
の統治の文化形態は官治文化、私文化、向調文化である。とれがオカミ意識の根幹である。とれに
対して、市民文化の政治文脈は自治文化、公共文化、寛容文化である。松下圭ーの考えている市民
文化は「自由・平等」という生活感覚、「自治・共和Jという政治文脈をもった、市民という人間型
を想定する規範文化概念である。 1fit:公下の自治体論によると、文化形態は都市型社会の政府の三分
化によって、地域個性文化、国民文化、世界共通文化の三類型に分類される 17。それゆえ、都市型
1 6松下圭牟『転型期日本の政治と文化』岩波書底、 2005年、 183頁C
1 7前掲『自治体再構築』、 52頁。
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社会の市民は、との三文化形態の緊張、選択、複合の中で生活している。自治体再生のためには、
主に三文化形態の中で一番密接に自治体に関わっている地域文化が当面の考察の対象となる。以下
は、松下の地域文化戦略を検討する。
松下圭ーの市民の地域文化戦略、さらに自治体文化戦略とは、「個別施策つまり個別事業をこえた、
地域の文化構造全体をめぐるものであり、しかも地域的個性をもっエコロジ一、地域史、デザイン、
を基調とする市民の構想、ついでその結集としての自治体計画による展開を意味するJ1 80 自治体
の政治・行政の基調は、地域的個性をもっ地域生態、地域史、またデザインをふまえた地域づくり
である。地域個性文化は自治体の地域文化戦略によって再評価、再活性化が進む。
松下によれば、日本においては、国家主導の中進国型経済成長戦略時代はもう終わっているが、
今日でも政治・行政ついで経済、文化のあり方は、いまだに官治・集権型の構造のままである 1~。
それゆえ、自治体危機に直面している今、都市型社会の文化戦略、特に自律的な地域個性文化の形
成とそが市民の課題である。
2. 2.市民文化の熟成によるシビル・ミニマムの量充足から質整備へ
2. 2. 1.市民文化の熟成と地域づくり
松下によれば、乙の地域的個性文化の形成のためには、まず、第一に地域に固有の景観の保存と
いう点が文化形成の基礎とならなければならないとされる。今日は、市民文化の熟度が、地域の形
づくり、つまり景観として見えるような成熟・洗練の時代とされる 200 また文化は精神面のものだ
けではなく、外形としての表現を持たねばならない。市民文化は文化水準の高い、かつ個性ある美
しい地域景観の保存という面を持たねばならない。松下圭ーによれば、「日本の地域景観はいまだに
中進国状態であるJ2 1とされる。このととは、日本の市民文化の未熟の表現であるとされる。すな
わち、市民文化に照応するのは優れた、洗練された地域景観である。市民は「自治・公共・寛容JL 2 
という政治文脈の形成によって、それぞれの地域で個性を持つ、成熟・洗練された形としての景観
をつくって生活していく。
市民文化にふさわしい成熟・洗練された形としての地域景観づくりを創造するため、松下は具体
的な対策としてシビル・ミニマムの量充足から質整備への転換を提案する。
2. 2. 2. シビル・ミニマムの量充足から質整備へ
松下によれば、今日までの日本の自治体の行政は、官治・集権型の全国画一・省庁縦割・時代錯
1 8向上、 80頁。
1 9前掲『自治体再構築』、 49頁。
20 同上、 91頁。
2 1同上。
22 河上、 93頁。
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誤の官僚主導だ、ったので、世界共通文化との緊張の中で地域個性文化をつくるという発想自体が成
熟していないとされる。 23今必要なことは、グローバルに広がる世界に通用する普遍的文化を育む
と同時に、それと緊張を保ちながら地域の個性的文化を育成することであるが、そのためにはとれ
までの画一的な地域行政を放棄し、地域各に異なる多様な行政を展開しなければならないとされる。
松下が「行政の文化化J24という方針を掲げるのは、まさにこの点に深くかかわっているが、それ
を別の表現で言えば、シビル・ミニマムの量充足から質整備への転換ということである。
松下圭ーにおける量充足から質整備への転換が意味する点は、ほぽ 1960年代以降シビル・ミニマ
ムの量充足をめざして通達にたより、補助金の規格どおりに、作り上げた、みすぼらしい日本の地
域社会を、質をめぐる微調整ないし再開発を伴いながら、洗練・成熟という風格をもった文化水準
にたかめ、「地域個性文化」を造出する、という転換であるouグローバル化、少子高齢化が進行
する社会にあって、地域がこれまでの国主導・大型公共事業主導の地域振興の枠組みから脱却しな
い限り、地域はいつまでも過疎・表退の境から脱けられない。中進国型発展時代の、地域個性を持
たない全国画一、省庁縦割、時代錯誤という低水準の地域づくりはもうおわったとされる。画一性
が求められる量の追求に制度的に縛られる国・行政・公共事業に対して一定程度の距離を置き、「自
治・分権型の政治・行政による社会保障→地域福祉再生・社会資本→地域景観再生、社会保健→地
域環境再生を基本発想とする微調整型の地域づくりの時代に入っている」“とされる。
松下は、ナショナル・ミニマムの充足に関して、量の充足から質整備への転換の発想に立って、
過剰になったハコモノを処理処分し、それを「長期・総合の自治体計画の市民施設のネットワーク
計画J2 7に組み込み、市民討議によってその使用円的、管理方法を再編することを提案している。
たとえば、「公民館なと、の小型集会施設からは職員をひきあげ、市民管理・市民運営の地域センタ-J
2 8にきりかえる。1960，1970年代に作られたセメントのハコモノを含む社会資本の老化については、
補修・改築のため、基金の積立は不可欠であるとし、さらに補修・改築・廃止をめぐる政策法務を
踏まえて、政策財務としての原価計算、事業採算、また入札改革をともないながら、「市民施設のネ
ットワーク計画J の再編を提案している~ 9。
2. 3.市民文化形成を通じた市民参加
松下によれば、市民文化の熟成による市民活動は新たに各レベルの政府に対する市民管理、つま
2 ~1 向上、 86 頁。
24同上。
2 5同上、 3頁G
26 同上、 81頁0
2 7同上、 32頁。
28向上、 32-33頁。
29同上、 3頁。
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り市民自治による社会管理の熟成をもたらすとされる。今や地域文化を担う市民活動は日本の社会
構造の転換と構造改革と法制改革に即応しうる新しい統治方式を要請することになる。この新しい
統治方式を端的に表現するのが地域政治への市民参加である。松下は住民が地方自治政治への参加
により、次第に市民になっていく、その政治的成熟過程こそ重視したのである。
生活課題が政治化することによって、市民活動が政治の起動因となり、「市民自治・市民共和」を
価値意識とする市民参加が、行政を通し、そして政治を通して生活課題の管理へ、という循環をも
たらすとき望ましいかたちでの「分節政治」の形が表出することになる。 30
松下圭ーによれば、一国の省庁官僚が全国の地域づくりを統括しうるほどの全能の力を持つシス
テムは変革されるべきであるとされる。自治体職員は、文化・情報水準、専門・政策水準の高くな
った地元の市民から学ぶととが急務となっている。~) 1市民主権からの地域作りの出発としての地元
の人々の活動に、自治体職員が自治体再構築、とくに情報提供をめくやって協働していくという発想
が必要となっている。とれもまた市民参加のシステム構築に不可欠であろう。との市民参加にたい
して、文化・情報水準、専門・政策水準の高い市民、職員の人材育成が急務となる。
他方、市民参加はNPOやボランティア団体の形で実現できるようになった。環境や福祉、町づく
りの分野などで、市民参加する NPOやボランティア団体が行政を補完し、自らがトップランナーと
して地域に元気を与えている。特に、退職する団塊の世代が、地域社会に参加するととも期待され
る。それに企業の社会的責任や地域貢献も重要になっている。民間企業が公園や文化施設、スポー
ツ施設などを管理運営するケースも増えている。
2. 4.情報公開
松下によると、日本の官僚ないし公務員は、絶対・無謬の国家観念に支えられて、権威ある者と
いう地位を与えられてきた。との権威の理由は、市民文化の未熟のほかに、官僚特権の保護から来
る情報の非公開にあったといえる。松下によれば、市民の専門・政策能力の上昇、またマスコミな
いし IT技術による情報伝達、特に市民活動による国、自治体との直接の参加手続による接触機会の
拡大によって、行政の劣化つまり水準の低さ白体が明らかになってきた。それゆえ、市民参加・情
報公開の制度化は、行政内部におけるその独善性の論理をあばくことになったという 320
さらに、松下圭ーは、現在の情報公開制度に止まらず、市民、長、議会、職員が自ら政策・制度
をつくるための「政策情報J(争点・基礎・専門情報)の公開・共有まで踏み込むことを提案する。
なぜなら自治体計画から個別施策まで、政策決定「前」の公開は、議会審議はもちろんのこと、市
民参加、職員参加の前提となるからである。
3 0松下圭一 「公共概念の転換と都市型社会」、 『公共哲学 lU、38頁。
3 1 同上、 37頁。
3 2前掲『市民・自治体・政治 再論人間型としての市民』、 51頁。
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松下圭ーによると、とれまでの地域経済は固からの補助金依存という特徴を持っている。それゆ
え、地域再生のためには、「地域の人々による、行政から自立した、個性ある地域経済の再設計」日
が地域経済振興の起点でなければならないとされる。またこの考え方に対応した市民文化の地域個
性文化による地域文化戦略が提起されるべきであるとされる。さらに地域それぞれの特性をもっ地
域生態ついで地域史を反映した「地域個性文化を踏まえるとともに、地域交通、地域産業、地域金
融のネット整備を絶えずJ:14提案していかなければならないとされる。みすぼらしい地域づくりか
ら脱出するため、シビル・ミニマムの量充分から質整備が急務である。さらには、自治体独自財源
の拡大という形で、自治・分権型への再編が不可欠となる。今や、自治体職員は専門家ではなくて、
文化・情報水準、専門・政策水準の高くなった地元の市民から学ぶことが急務となっている。地域
再生にとって最も重要なことは、市民主権からの地域作りの出発としての市民参加であり、地元の
人々の活動に自治体職員が自治体再構築、とくに情報提供をめくやって協働していくという発想が必
要となっている。
2. 5松下理論の影響
以上のような松下の自治体論、市民論は日本の実践的な政治理論にも大きな影響を与えている。
山口定は「新市民宣言」の中で、松下圭ーの「規範的人間型」としての「市民」概念を強く支持す
ることを宣言している、その延長上に山口は、自らの市民の定義を次のように定式化している。す
なわち「市民」とは、「自立した人間同士がお互いに自由・平等・公正な関係に立って公共社会を構
成し、白治をその社会の運営の基本とすることを目指す自発的人間型J(引用文献)。篠原ーの理論
bも松下圭ーの理論と正確的に重なり合う部分が多い。二人の思想とも 1960年代後半の日本におけ
る革新自治体の時代を背景としていた。市民参加は篠原ーにとっては日本政治の民主化とポリアー
キーの実現の多面の有力な回路の一つであり、松下圭ーにとっては分権と基礎自治体の民主的な成
熟への不可欠の回路であった。
篠原ーによれば、市民社会を支え、討議デモクラシーを成立させるのは「市民」である。篠原は
市民の実際的な要件として、 11、国際化の時代にふさわしい世界市民的に聞かれた視野と問題意識
を持っているかどうか、 2、公正な公共社会を再構成しようと日常生活の現実を自らの力で変えて
いく「政策型思考Jと行動様式を身につけようとしているか、を挙げ新書『市民の政治学Jで松下
圭ーの以上のような観点をさらに具体化している 350すなわち近代社会は、一方でさまざまな矛盾
とリスクを顕在化させる。そのように揺らぎ、変容している中で、「第二の近代」がその徴候をあら
3 3前掲『自治体再構築』、 34頁。
34同上、 36頁。
3 5篠原ー『市民の政治学』岩波新書、 200年。
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わし、新しい市民社会の姿が立ちあらわれている。篠原は現代を「第二の近代」と捉え、資本主義、
市場主義が「脱成長主義」という大きな曲がり角にある時代だとしている。篠原によれば、この「第
二の近代」の特徴は、政治に参加する市民が増えることと政策面に多様な思考、多様な社会集団の
なかでの「討議的デモクラシー」である。
そのように考えると、「市民運動、住民運動はもとより、昨今政治参加する人が目立たなくなった
日本でも、福祉、環境、介護、まちづくり、相互扶助などに参加する人の数は増加している。="l"P
O、="l"GOなどの社会活動もかつてとは比較にならないほど増大した。積極的に市民社会を支える
人の数はけっして減少することはないだろう。そこでこの社会層をふやし、その聞の討議を活発に
していくととが、これからのデモクラシーの課題J3 6ということになる。
第二の近代の特徴的なデモクラシーのあり方として、篠原は「代議制デモクラシーJと「参加デ
モクラシ-J、および、「討議デモクラシー」を挙げる。篠原によれば、「市民自治」とは、このよう
な三つのデモクラシーの上に、ある場合には「市民の自己統治」まで展望するものとされる。そし
てとのデモクラシーは篠原が言うように、「社会参加」をする人々を増やしていくことで豊かになっ
ていく。
篠原の「ライブリー・ポリティクスJ(生き生きとした政治)論は、市民が政治に積極的に参加し、
とりわけ討議あるいは異議申し立てを通じて、デモクラシーの全体の活性化を担う政治社会空間と
いうことになる。とのライブリー・ボリティクスの柱は「市民参加Jである。討議デモクラシーを
はじめとして、様々な形で市民が政治に参加することが重要である。
3.松下圭ーの理論の問題点
以上述べたように松下の発想の根本的な特徴は、彼独自の市民・自治概念の提示による自治体の
再生である。彼の理論は、確かに自治体構造改革の動きが加速化する中で、自治体の住民がどのよ
うな改革の視点を持つべきかを提示し、あるべき自治の理念、自治体の担い手としての市民像を提
示している。また、そうした市民像の上に立って、官治・集権的な自治体から自立した市民の自治
体行政のあり方を具体的に提示している。その点において、彼の理論は今後の日本の自治体再建の
基礎理論として、また具体的にも夕張市の財政再建にも示唆的であるようにも思われる。第一章で
述べた日本の自治体の四つの問題点に対して、松下の理論は問題解決の発想と具体的な方向策定に
役立つと思われる。具体的には、市民自ら政府に情報公開を求め、そして政府によって公開される
情報に基づいて政策立案・策定に参加するという市民的なボットムアップ型の政策形成の発想と、
また量の充実を重視してきた自治体のシビル・ミニマムを、質の重視へ転換するという発想は、地
域再生にとって極めて示唆的である 37。
36篠原、前掲書 154-155頁。
3 7事実、 2000年に入ってからの新しい自治体論においても、松下の理論は大きな影響力を与えている。代表
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しかしながら、彼の理論の基軸としての市民概念や、都市型社会と農村型社会を区別する認識、
さらに、国家の役割を軽視する松下の見方は現代アジア、とくに日本と中国の現状に照らしてみた
とき、いくつの問題点を持っているように思われる。以下は松下理論の前提とする市民社会の理念
と人間像を検討して、問題点を提示する。
3. 1. r市民」理念の問題点
3. 1. 1 r市民」と「大衆」
松下の自治体再生論の要が、「市民J概念であることは上述の説明からも明らかであるが、松下の
言う都市型社会の理想的人間型としての「自由・平等という生活感覚、ついで自治・共和という政
治文脈をふまえ、みずから政策・制度を模索・構想しうる政治熟度をもっ規範人間型」は一体どれ
程現実性を持った人間なのであろうか。
事実、松下自身も、農村型社会から都市型社会への移行がストレートに自由・平等、自治・共和
という理念を担う市民を生み出すとは考えていない。確かに、共同体の粋から解放された人間は、
自由な存在となるが、それはまた同時に、何人の幹も持たない砂のような大衆に転化する可能性も
あるのである。
都市型社会にはいると、大衆社会が形成されることは、 50年代の松下自身が強調したところでも
あった。人間は砂のようなマスになる。砂のようなマスは市民になる可能性がある一方、大衆煽動
政治に陥る可能性もある。たとえ、松下圭ーのいう、シビル・ミニマムの公共整備をめぐる市民活
動が市民の l政治訓練」となり、市民を成熟・洗練させることができたとしても、他方でこうした
市民活動から「自由」に逃避する市民も生じてくるのではないだろうか。夕張市の財政破壊は、大
量の市民脱出=人口減を招いているのである。
他方、農村型社会の人聞が受身的人間となるという松下の想定にも問題が残されているように思
われる。第二章で述べたように、松下は世の中の人間の種類を簡単に都市型と農村型両種類に区別
した。農村型社会の人間型は、共同体・身分社会の中で「もの言わぬ庶民」となり、「共同体」を土
台とし、「身分jによって編成され、倫理は伝統・服従、価値は呪術・宗教はずであるとした。他方、
都市型社会の人間型は自治・共和型の「活発に発言・活動する市民」で、倫理は自立・寛容、価値
は品性・成熟を志向するとされる。しかし、人というものは社会構造で簡単にわけられるであろう
か。農村型社会の封建君主の時代であっても、積極的に「活発に発言・活動するとと」を通じて、
君主に自分の政治的要求を提起する人間集団は大量に存在していたはずである。たとえば、中国唐
代の貌征のように、帝王にいろいろ有利な政見を提出し、唐代の繁栄に大きく貢献したし、庶民も
的な作品五点を挙げておく: 西尾勝『地域分権改革』東京大学出版会、 2007年; 新藤宗幸『地域分権、第
2版』岩波書庖、 2002年; 中田実『地域分権時代の町内会・自治会』自治体研究社、 2007年: 羽員正美編
著『自治と参加・協働ーローカル・ガバナンスの再構築』学芸出版社、 2007年; 室井力編『住民参加のシ
ステム改革J日本評論社、 2003年。
40
松下圭ーの自治体理論の再検討一日中の自治体再生の手がかりを求めて一孫悦
自らの要求を掲げて、闘争したこともあったであろう。また最近の朱子学、陽明学研究の中から、
アジア型の君主制支配構造を 2つに分け、君主の絶対的統治と並んで君主制の「機関化」を主張し、
下からの改革を主張する官僚群の存在を指摘する研究も存在している 3録。伝統に服従する農村型人
間類型という人間類型、形にはまった理解ではないだろうか。
農村型社会の庶民が自分の利益、意見に基づいて、君主に農民革命も迫ったととや改革を志向し
た官僚群の存在を想起すべきであろう。それゆえ、農村型社会の庶民や中間層が「もの言わぬ庶民」
であるとは言えない。他方、都市型社会においても、政治への関心が全然なくて、毎日、ニュース
も見ずに、テレビドラマを見るだけでのんびり過ごすマスとしての人間も多く存在している。この
ような市民こそ「もの言わぬ市民Jといえるだろう。
3. 1. 2.人間関係の複雑性
松下による人間関係の理解は、主に工業化・都市化という社会変動に基礎を置いている。しかし、
人間関係の繋がりは生産関係、地域関係だけでなく、血縁関係も大きな比重を持っている。人間の
ふるさと、家族への依存などの血縁関係は簡単に変るものではなく、都市型社会にはいってもそれ
が持続していることは多くの事実から明らかなことである。都市の中でも人種毎に住居圏が形成さ
れているのである。都市に流入した外来人口は、都市のシビル・ミニマムの保障がどんなに便利、
安心であったとしても、中国の春節のようなときには、故郷に帰る。多くの農民が都市に流入した
あと、一定程度の資産が貯まったら、また故郷である農村に戻って生活する。また、都市において
すら、同族出身者ごとに集合して居住するという傾向も見られる。人間の血縁的連繋や、生活上長
い歴史で形成した風俗習慣および思想などは、工業化・都市化がもたらした変化によって簡単に消
滅しないのである。松下氏の人間類型論は、人間関係のそうした複雑性を理解していないのではな
かろうか。あるいは、松下は中国のような宗族制の強い残存がない日本のような社会を普遍化させ
たのではないだろうか。ごとでとりわけ現代中国における松下理念の適用性の問題が生じるのであ
る。
3. 1. 3.現代中国への松下理論の適用性
松下も指摘したとされているように、そもそも近代ヨーロッパにおける「市民」とは、自らの富
を守るために、都市という共同体に住み、自治に参加するなど特権を享受するとともに、都市を守
るために命をも投げ出す義務を果たす者、すなわち身分概念であったと考えられる。 39そうした
身分概念を、人口の集積地である都市に住むという単なる共通性から現代の都市住民人に適用しよ
うとするところにそもそもの無理があると思われる。現代都市の特徴が住民の流動性にあるとすれ
ヨ純木下鉄也『科学の位置」知泉書館、 2007年。
3 9佐伯啓思 wr市民」とは誰か 一戦後民主主義を問いなおす~ PHP研究所、 1997年。
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ば、その都市に愛着をもち、都市を守るために責任ある対応をする住民がどれほどいるか。石炭業
という富を生む機能がなくなった夕張市が人口流出に悩まされるのも、また、自動車工業で栄えた
アメリカのデトロイトがその産業の衰退とともに寂れるのも当然だろう。むしろ、地方(農村部)
の方が、土地が財産である分その土地から離れがたく、ある意味の自治感覚が強いのかもない。以
下は日本と中国の高度成長における都市・農村関係を違いから、現代中国への松下理論の適用性を
考えてみる。
日本の場合は、「金の卵」といわれた若年労働者が農村部から都市圏へ流入し、都市住民の一角を
形成した。そうした若者は、その後に農村に帰り農業を継ぐ者は少なく、都市に定着した。また、
1980年代、農村部から出てきた若者の子弟が都市住民のなかの働き手となる。すなわち、日本にお
いては、農村から都市への人口流入がほぼ一方通行で行われ、さらに都市内で再生産が行われ、農
村との紐帯が、盆暮れに帰省する程度の薄いものになっていった。そのなかで、出身の農村には帰
らずに都市で老後を過ごす者や専業主婦や一部自営業者が、一定の「余暇」を得て都市部の住民活
動に参加することができたのではないかと想像できる。そこに松下のいういわゆる「市民」が生ま
れる余地があったであろう。
ついでながら、こうした都市の人口流入を許したことと(これによって親元へ仕送りする人もい
た。)、国が公共事業など、を行って都市部から農村部に実質的に財政移転を行ったために、国民生活
が平準化し、かつ、国土が全国的に一定の「均衡ある発展」を遂げた。また、これによって、ナシ
ョナル・ミニマムを行える素地ができたともいえる。
これに対して、少なくとも現代の中国では、「民工の問題、宗族の問題、戸籍の問題」があり、農
村部から都市部への人口流入が妨げられている。中国は都市化が進んでいるが、しかしながら都市
化によって市民社会がすぐにできるわけではない。確かに中国の農民工が農村部から都市圏へ流入
し、都市住民の一角を形成した。しかしながら都市に流入したあと、一定程度の資産が貯まったら、
また故郷である農村に戻って生活する。都市の中に農民工などが多く、都市市民だけによって形成
されている都市とは違う。中国の特殊な問題は、およそ次のようである。すなわち中国の農村部か
ら出てきた若者の子弟は、農村に帰り農業を継ぐ者は少なく、都市に定着したように見えたとして
も農村の土地も相続する。土地を相続する権利を持ってまま、都市に定着した若者の子弟が多数形
成される。都市・農村の経済的な格差を背景に、そうしたハードルを越えて無理をして都市に流入
した若年層は、都市住民として同化することができずに、結果、松下のいう日本のいわゆる「市民」
層にはならない可能性があるのである。また都市戸籍の閉鎖性が農村から移住した多くの人々の安
定的な都市定着を妨げていることはいうまでもない。農村戸籍の者には都市のシビル・ミニマムは
保障されていないのである日。
4 0民工に関しては、以下の文献に詳しい: 厳善平『農村から都市へ l 億 3000 万人の農民大移動~ (叢書中
国的問題群 7)岩波書脂、 2009年: 厳善平『中国農民工の調査研究 上海市・珠江デルタにおける農民工の
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たしかに中国は都市と農村の経済格差を埋めるため一定の努力がなされてはいる、しかしながら、
現状のままでは、都市・農村聞の人的分断を含めて、日本のように農村部が都市部の発展とともに
一定期間維持されるかは疑問で、国家にとっても不安定要因となりつづける。したがって中国にお
いては、松下のいう都市化=市民社会化というテーゼは、適用困難ということができるであろう。
3. 2.シビル・ミニマムへの再検討
松下の自治体再生論は、一面で極めて理念的な傾向を持っていたが、他面では、現実の自治体の
行政に対する具体的な指針の提起を含むものであった。そのような具体的方針の中心がシビル・ミ
ニマム論である。しかしながら、松下のシビル・ミニマム論は以下に見るような大きな問題点を持
っている。
3. 2. ，.シビル・ミニマム論はそれを実現させる手段がない
松下のシビル・ミニマムは「その名称の新鮮さとともに、欧米の都市に追いつき追い越す新しい
風J4 1という形で受け取られた。しかしながら、欧米の都市でのシビル・ミニマムを日本に適用す
るとき、そこには大きな問題が生じる。宮本憲ーの指摘したように、シビル・ミニマム論はそれを
実現する手段がない。そもそも松下の提起するシビル・ミニマムとは、 1970年前後に、松下がイギ
リスの『ビパレッジ報告』に基づく社会福祉保障制度にヒントを得て、自治体単位での社会福祉制
度として提案したものであった。
しかしながら、周知のように、ナショナル・ミニマムは当然のように国家の自前の予算の裏づけ
に基づくものであり、ナショナル・ミニマムを現実化する財政的保障が明確にされている。そこか
ら宮本憲ーの次のような批判的言及がなされているのである。その論点は産業政策と共に財政政策
に関するものであった。「財政権が確立されないと「都市政策は中央政府に従属してしまう。財政改
革による機関委任事務の廃止と財源移譲がなければ、都市政策は完結しない。中央政府と地方政府
の財政関係の改革こそ、革新自治体の時代の最大の戦略J42といえる。
松下自身もシビル・ミニマムの本質的な部分として①政策主体を国から市民、自治体に転換する、
②社会保障だけでなく、社会資本、社会保険にも具体的なシビル・ミニマムの指標設定を行うとし
ているが、これらの内容は白治体自らがかなりの程度の財政的自立性を持っていなければ実現でき
ない。しかしながら、日本の自治体には、先に見たように、いまだにこの財政の自律性という点に
おいて、大きな制約が存在しているのである。
就業・賃金・暮らし』晃洋書房、 2010年。
41宮本憲一『都市政策の思想と現実」有斐閣、 2001年、 21頁。
42同上、2ll頁。
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3. 2. 2. シビル・ミニマムとナショナル・ミニマム
確かに松下のシビル・ミニマムの提起は、 1960年代後半から 70年代前半にかけて登場した革新
自治体によって採用され、日本の自治体の構造的変革に大きく寄与したということができる。また
各自治体が独自に作成するシビル・ミニマムは、自治体行政の量から質への転換により適合的な指
標を作成することに貢献することができるといってもいいであろう。しかしながら、日本の自治体
の財政力や、経済規模の相違、産業構造の相違は、このシビル・ミニマムの格差を引き起こすので
はないだろうか。
松下自身、先駆自治体と居眠り自治多の区別に言及しているが、これは松下自身が指摘する自治
体職員の自覚度の相違だけに帰すことができないであろう。
夕張市のように、戦前からより深く国家の規模での大企業城下町になってきた所では、自らの存
続の方針ですら国家的レベルの施策を必要不可欠とせざるを得ないのである。もし、各自治体に福
祉行政のミニマム基準の策定を委ねるならば、日本の自治体の中に極めて大きな福祉行政の格差が
生じるのであろう。それゆえ今日でもなお、日本国民一律の福祉行政水準の施行を求めるナショナ
ル・ミニマムの意義は重要となっているのではなかろうか。
国によるナショナル・ミニマムの施行を行う一定程度の行政指導も必要となろう。松下によれば、
本格的な都市型社会に入った日本において、各自治体の格差を是正するためにも松下の予想とは異
なって、シビル・ミニマムではなくナショナル・ミニマムの意義はますます大きくなるのではなか
ろうか。
3. 3.国家統治と市民自治
-全体と部分の関係と一定の官僚統治の必要性一
松下氏におけるこのようなシビル・ミニマムの重視は、いうまでもなく松下固有の憲法
統治理論に裏付けられていると思われる。
松下によれば、明治から今日に至るまで、日本の政治は上から下への宮治・集権システ
ムが存続しており、それは戦後の憲法においても基本的に変ることがなかったとされる。
「明治以来、否、古代以来のオカミ支配の政治文化を継承した明治国家による官治・集権政治・行
政は、戦後、『日本国憲法』第八章地方自治の設定にもかかわらず、今回の 2000年の分権改革まで
変わらなかったのである。との意味では、私が「半分の民主政治」と名づけてきた戦後日本の官治・
集権型政治・行政の構造を見抜けなかった戦後理論は、現実離れした〈民主主義)の虚妄を作り上
げていたといえるJ43 
43前掲『自治体再構築』、 204頁。
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ただ統治の主体が天皇から国民に変わっただけで、国家による自治体統治は、上・オカ
ミからの一方的な行政命令・通達によってなされ、自治体は国の行政の下請け機関となっ
たとされる。したがって、 2000年に始まる機関委任事務の廃止に代表される自治体改革
こそ、日本の統治構造の根本的な変革であったと位置づけられる。
松下によれば、 2000年以降は自治体も一個の政府となり、自治体行政は下から上へと
展開され、国の政府(国際政府は別にすれば)と自治体の政府は、政府と政府の関係とな
り、そこでの問題は、上から下への強制でなく、調整の問題となる。あるいは、「調整」
訴訟という関係になるという。「今後は、国は県や市町村、あるいは権は市町村に対する
指導ないし通達の乱発という形をとったオカミとしての官治・集権型後見性を喪失して、
法治手続が原則となります。今回新地方自治法では、市町村、県、国は、それぞれ独自に
市民から(信託〉された、独自の政治・行政課題、つまり権限・財源を持つ「政府」とな
ります。市町村、県、国の関係は《政府間関係》という意味は、ここにありますJ440 
しかしながら、自治体レベルの政治・行政事項は、日本の国家全体の政治・行政事項に対して、
どのような関係に立つべきであるかについては、極めておきな問題が横たわっているであろう。軍
事外交分野は別としても、自治体回有の行政分野としての福祉分野においても先に見たように、シ
ビル・ミニマムとナショナル・ミニマムの関係が部分と全体の関係だとすれば、全体的な福祉の水
準を決定し、それを保障するための行政事務を遂行する国家の機関は必要不可欠となるであろうし、
その場合は、全体=国が、部分=自治体を指導・監督するという関係も生じてくるであろう。その
場合には、また上からの官治としての行政も必然化するであろう。
もちろん、松下においても、国全体の行政の意義が忘却されているわけではない。松下氏によれ
ば、国家は政府信託という形で、市民から特定の業務を信託される存在として位置づけられ、そし
てその内容は主に基準行政(国の政策基準策定)と経済運営・国際戦略・直轄事業として整理され
ている。しかしそれはあくまで自治体の補完業務とされ、しかも法治による基準策定を主な任務と
される。都市型社会においては、「このシビル・ミニマムの量充足・質整備をめぐって、管理→行政
→政治という社会の組織・制御を課題とした、基礎行政(市町村)→補完行政(県)→基準行政+
直轄事業(国)→国際基準作成(国際機構)という補完型上昇循環が成立」する。そしてとれが、
「共同体・身分からなる農村型社会と異なる、都市型社会独自の予測・調整、組織・制御という「社
会工学」技術」となる(図 1参照) 4 5 
44 向上、 211頁0
4~ 向上、 119 真。
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図1 政府各レベルの特性・機構・課題
〔政府特性) (機構特性〕 [政府課題]
国際機構 複合・抽象性 |国際政治機構(国連)
|国際専門機構
「基準行政(国の政策基準策定)
国 総合・複合性長+省庁(事業部制)一一一一→
」経済運営・国際戦略・直轄事業
f 広域自治体…補完行政(自治体政策基準策定)
自治体総合・直接性長+部課 」
L 基礎自治体…基礎行政(自治体政策基準策定)
出所:松下圭一『自治体再構築』公人の友社、 2005年、、 119頁。
しかし先にも見たように、ナショナル・ミニマムの必要性は、各自治体聞に大きな格差が存在す
る以上、今後ともますます大きくなっていくであろうし、それを保障する全体的視点からなされる
国家的行政の統ーな実施も必要となってくるであろう。松下氏の自治体論は、国家統治と市民自治、
政治信託の二分法の論理が強調されたために、国家統治と政治信託との結合の可能性を忘却したと
思われるのである。
おわりに
以上述べてきたように、今日における日本の自治体の危機は、その深刻さが極めて露になってき
た。そうした日本の自治体の危機に対して、その根本的な原因を指摘し、その再生の方向を提示し
た松下氏の自治体論は今後の日本の自治体再建を考える際に極めて有益な示唆を与えるものであっ
た。自治体危機が単なる一般的な政策上の失敗というものでなく、明治以降の日本自治体の基本的
な特徴一官治・集権の国家統治のl帰結であったことを明らかにする点でも、またその再建の方向が
シビル・ミニマムの策定が市民自治の構築であることを提示している点でも、松下の理論は極めて
明快なものであった。
しかしながら、松下の理論には、シビル・ミニマムの重視のあまり、ナショナル・ミニマムの今
日的意義についての軽視が見られ、また、国家統治=官僚行政と市民自治の二分論の論理が優位し
たために、統一的な国家行政の今日的意義が忘却されるという問題が残っていると思われる。した
がって、今後の課題としては、一つには、実証的には自治体危機の具体的な事例の分析を続け、日
本、中国の自治体行政の中の具体像をより一層明らかにする必要がある。二つには、松下理論の把
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松下圭ーの自治体理論の再検討一日中の自治体再生の手がかりを求めて一孫悦
握をより正確に再把握する必要がある。特に彼の 1960年から 1970年までの大衆社会論や国家論、
また国家論としての信託論については、より理論的な批判的理解が必要となろう。その際、今日ま
で日本で蓄積されてきた国家論の理論ーとりわけ近代的国家論とアリストテレス国家論との比較を
も検討の課題に加えていくつもりである。
